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全国の交通系ICカードのデータ収集・蓄積・活用状況 

今井龍一＊  井星雄貴＊＊  濱田俊一＊＊＊ 
 

1．はじめに 1 

近年、交通系 ICカードの利用が大幅に増えて

いる。その用途は、交通乗車券としての利用に留

まらず、自動販売機や商業施設での決済を始め、

子供の学校や学習塾への登下校管理などへの利用

も増えてきている。また、道路行政でも交通系

ICカードにより収集された動線データの持つ価

値に着目し、バス停留所付近の走行改善策の検討

や道路整備効果の検証への活用を試みた事例もみ

られる1)-2)。 
従来の交通乗車券である切符や磁気カードの利

用と比較して、交通系 ICカードは、利用日時や

利用駅（利用バス停留所）などがデジタル化され

た膨大な量の動線データとしてリアルタイムに収

集することができる。 
交通系ICカードは、1枚で複数の公共交通の利

用が可能であり、2013年3月23日から10種類の交

通系 ICカードの相互利用が実現することから、

全国規模でデータが収集できる環境が整う。それ

に伴い収集される動線データは、様々な活用の可

能性を秘めている。   
しかし、全国の交通事業者の交通系 ICカード

で取得されているデータ項目のカード間での整合

性、鉄道やバスの利用実績、収集データの蓄積期

間や活用状況を整理した資料は現在のところ見あ

たらない。こうした視点で全国網羅的に整理する

と、具体的な交通系 ICカードより収集される動

線データの活用方策を検討する際に有益な基礎資

料になることが期待される。 
本稿は、2011年度に全国の交通系 ICカード取

扱事業者を対象に実施した交通系 ICカードデー

タの導入実績や活用状況の実態調査の結果および

今後の交通系 ICカードデータの交通計画などへ

の活用に向けた課題の考察を報告する。 

──────────────────────── 
Collection, accumulation and practical use of data acquired 
by smart card of transportation 

2．調査方法 

2.1 対象事業者の選定 
全国の交通事業者は706事業者（鉄道：193事

業者、バス：513事業者）であるが、今回は次の

2つの観点に基づき、調査対象として78事業者を

選定した。なお、2つの観点に加え、鉄道とバス

の両方の事業を実施している事業者を網羅した。 
・交通系ICカードの導入路線の割合が高いこと 
・2013年春に全国で相互利用が始まる10種類の

ICカードのいずれかと相互利用できるICカー

ドを導入していること 
2.2 調査方法及び調査期間  

調査方法はアンケート方式を採用し、調査期間

は2012年1月中旬から2月中旬の約1ヶ月間とした。 
2.3 調査項目 

調査項目は、交通系 ICカードの仕様や活用状

況の内容によっては各事業者の機密情報に抵触す

る。この点に留意し、今回は動線データの交通計

画への活用可能性の観点から、収集されている基

礎的なデータ項目、データの活用状況およびデー

タの提供の可能性（提供実績含む）を明らかにで

きる調査項目を設定した。  

3．調査結果 

3.1 事業者からの回答数（回収率） 
78事業者に実態調査を実施した結果、62事業

者からの回答が得られ、回収率は79.5%となった。

調査対象の事業者の働きかけにより、関連事業者

にも合わせて回答して頂いたケースも存在し、こ

の数も含めると70事業者からの回答を得られた。

その内訳は、鉄軌道事業（以下、「鉄道」とい

う。）が 15者、バス事業（以下、「バス」とい

う。）が32者、鉄道・バスの両方の事業（以下、

「鉄道・バス」という。）が23者であった。今回

の調査結果の取りまとめの母数は、この70事業

者とした。 
3.2 輸送実績と交通系 ICカードの利用状況 

交通系 IC カードの利用状況は、輸送実績（利
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用者数）と乗車券種とで整理し、これまで把握が

できていなかった各事業者の交通系 IC カードの

利用割合を明らかにした。乗車券種は、現金、交

通系 IC カード、定期および高齢パスの 4 つの分

類とした。なお、交通系 IC カードの利用率が高

くなるほど、動線データが収集されることを表し

ており、質・量ともに精緻な鉄道・バスの利用者

の実態が把握できる。 
a) 鉄道 

図 -1 は鉄道および鉄道・バスのうち、鉄道の

交通系 IC カードの利用状況（構成比）を正確に

回答した 28 者の支払い方法別の構成比を示して

いる。交通系 IC カードの利用率が 10％程度の事

業者が存在している一方、80～90％の事業者も

存在する。この要因として、既に IC 定期券を発

行しているが、調査では定期と回答している事業

者がおり、その場合、実際より IC カード利用率

が低くなっている。その点を踏まえると、定期が

IC 定期券であれば、交通系 IC カード利用率は

50～90％であると想定される。 
輸送実績の大小により、交通系 IC カードの利

用率にはそれほど差が見られなかった。調査結果

に基づくと、事業者の規模による交通系 IC カー

ドの普及状況に差はないものと考えられる。 
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図-1 交通系ICカードの利用状況（鉄道）  

b) バス 
バスの利用状況は、交通系 IC カードの利用率

の低い事業者で 20％程度、高い事業者で 70％程

度であり、40％程度の事業者が多かった。また、

輸送実績の大小による交通系 IC カードの利用率

の特徴的な差は見られなかった。バスの交通系

IC カードは、鉄道と比較して、定期の IC カード

化に対応していないなど、システム面の影響も考

えられる。 
3.3 交通系 ICカードデータの保管状況 
a) データの蓄積 

交通系ICカードデータの蓄積状況の割合を図 -
2に示す。約半数の事業者では、データ収集の開

始から現在までのすべてのデータを蓄積されてい

る。一方、保存期間を設けている事業者もあり、

収集後半年で消去する事業者が約10%、1年で消

去する事業者が約20%である。消去する理由とし

ては、データを保存している記憶装置の容量の制

約から、古いデータから順次消去していることが

挙げられていた。また、ほぼすべての事業者で個

人情報保護に対応した安全性が保証された環境下

でデータが蓄積・管理されていた。 
この結果を踏まえると、ICTの進展による記録

装置の容量拡大やデータの活用方策の確立により、

データの長期保存の環境整備が期待される。 
b) データの収集・保存項目  

交通系 ICカードデータの収集・保存項目の整

理結果を図-3に示す。鉄道とバスとでは、収集・

保存される項目のうち、券種に該当する定期（学

生）、定期（学生以外）、高齢者およびその他の4
つの割合が異なっている。また、定期などの購入

の際に記載する氏名、住所、性別、年齢や電話番

号の項目も異なっていた。  
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図-2 交通系ICカードデータの蓄積状況 
輸送実績  
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図-3 交通系ICカードデータの収集・保存項目  

 

 
図-4 交通系ICカードデータの社内活用状況  

 

その要因としては、バスの IC定期券を発行し

ている事業者が少ないことが影響していると想定

される。今後、交通系 ICカードデータの交通計

画への活用を見据えると、鉄道に加え、バスも

IC定期券が発行され、鉄道とバスのマルチモー

ダルな動線データの収集が望まれる。既に福岡地

域のように定期券や高齢パスも ICカード化して

いる先進事例もあり、全国的な展開が期待される。 
なお、氏名、住所、性別、年齢や電話番号の個

人情報の項目は、定期や ICカードの発行手続き

で必要なため事業者にて管理されているが、鉄道

やバスの乗降の動線データには付与されていない

ことを補足しておく。 
c) 交通系 IC カードデータの活用に必要な処理 

この設問に回答した50事業者のうち、自社内

でデータ閲覧が可能なのは44事業者であった。

ただし、閲覧するには、必要な期間のデータを切

り出して専用のアプリケーションで変換処理した

り、外部委託でデータを加工したりすることが伴

うとの回答が多く見られた。 
この結果に関連して、著者らが2010年にバス

事業者にヒアリング調査を実施した際も上記と同

様の回答を得ており、例えば、路線計画やマーケ

ティングの分析などで使えるようなアプリケー

ションを要望されていた。今後、事業者からの交

通系 ICカードデータの活用に関する要望や事例

が増え、当該分野で汎用的なアプリケーションが

流通することが期待される。 

4．交通系ICカードデータの社内活用状況 

各事業者の自社における交通系 ICカードデー

タの活用状況の整理結果を図-4に示す。この設問

に回答したのは58事業者であったが、複数の活

用内容を回答した事業者もあったので、回答の総

数は66となっている。図に示すとおり、駅やバ

ス停留所の乗降者数などの利用状況の把握に交通

系 ICカードデータを活用している事業者が多い

結果となった。9事業者は自社のダイヤ改正や路

線計画、6事業者は利用者数を時系列的に整理し、

統計資料として活用している。 
「サービス」の具体例としては、発売券種やイ

ベント乗車券の検討などに活用していることが明

らかになった。「精算・収支」は、1枚の交通系

ICカードにより、相互乗り入れが可能な地域も

多くあるため、事業者間の精算・収支に活用され

ていた。「その他」の具体例としては、営業日報
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の作成などが挙げられていた。また、今回の実態

調査では、交通計画への活用、鉄道やバスの潜在

需要のマーケティング分析などへの活用といった

回答は得られなかった。この点を踏まえると、今

後のさらなるデータの活用が期待される。  

5．交通系ICカードデータの提供可能性 

交通系 ICカードデータの提供可能性の設問に

回答したのは52事業者であった。データ提供の

可能性としては、「可能」「条件付き可能」で

46％であった。条件付き可能と回答した多くの

事業者から、個人情報の取扱いを踏まえた秘匿処

理、もしくは集計処理したデータであれば提供は

可能であるとの回答を得た。「不可」と回答した

事業者は54％であり、その理由としては、カー

ド管理会社が一括管理している、個人情報の観点、

提供根拠が明確でない、提供した前例がないなど

の回答を得た。個人情報の扱いの考え方は、条件

付き可能と回答した事業者と同様である。また、

データ提供の具体例としては、警察や裁判所から

の要請を受けた場合の対応が挙げられていた。 
各事業者では交通系 ICカードデータの個人情

報に十二分に注意を払って管理されているが、

データ提供に際しての取扱いに苦慮されている。

動線データの流通の観点からの個人情報の取扱い

などの整理が今後の課題としてあげられる。また、

警察や裁判所へのデータ提供の事例を踏まえると、

データの利用目的が明確であれば、国・地方公共

団体などの公的機関への提供可能性は十分に考え

られる。一方策として、災害が発生した際、行政

は事業者からデータの提供を受けて実態を把握し、

復旧対策を講ずるといった仕組みが構築できる可

能性があることが示唆される。 
 

6．おわりに 

本稿は、全国の交通系 ICカードを導入してい

る鉄道事業者・バス事業者を対象にした導入実績

や活用状況の実態調査の結果を紹介した。実態調

査結果からは、交通系 ICカードの利用状況、収

集・保存しているデータ項目、社内の活用状況お

よびデータ提供の可能性が明らかになった。なお、

本調査結果の詳細は既往文献を参照されたい3)。 
交通系 ICカードデータは、人の移動状況の把

握に非常に有用であることから、交通計画への積

極的な活用が期待される。また、人の移動状況の

把握の観点から、交通系 ICカードのみならず、

スマートフォン・携帯電話、カーナビゲーション

システムなどの媒体から取得できる動線データを

収集・共通化・分析できる基盤の整備も今後の課

題として挙げられる。 
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